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庁 (2017) によれは、2012 年の訪日外国人旅行者数は 836 万人、消費額は 1.08 兆円であっ
たものが、わずか 4 年後の 2016 年には 2,404 万人、3.75 兆円と約 3 倍にまで拡大した。訪
日外国人旅行消費を輸出の一種であると捉えれば、この金額は鉄鋼や電子デバイス（電子
管・半導体素子・集積回路）の輸出額を超えるほどであり、日本経済全体から見ても無視
できない重要な要素の 1 つとなっている。また 2016 年 3 月に策定された「明日の日本を支
える観光ビジョン」では、2020 年の訪日外国人旅行者数 4,000 万人、消費額 8 兆円、2030
年ではそれぞれ 6,000 万人、15 兆円が目標として掲げられており、近年の日本経済の低成
長率と比較すれば、今後の観光業の成長に大きな期待が寄せられていることがわかる。 
このような観光業の急激な成長に伴って、観光政策立案のための基礎情報として観光規
模を把握することの重要性も高まっている。一国の観光規模を表す指標の 1 つに、観光 GDP
がある。観光 GDP は、一言で言えば、観光客の需要を満たすために産み出された GDP で
あり、SNA（System of National Accounts：国民経済計算体系）のサテライト勘定の 1 つであ
る TSA（Tourism Satellite Account）において推計される。統計の概念・定義および推計方法






不可欠な課題である。一国より小さな地域を対象とした R-TSA（Regional Tourism Satellite 
Account）および観光 GDP3については、その推計手法や活用方法等に関して研究が進められ
ており（Jonnes et al., 2003, Frechtling, 2009, Jones et al., 2009, Jones and Munday, 2010, Canada, 
2013 など）、またカナダ（Dueck and Kotsovos, 2002）、デンマーク（Zhang, 2005）、フィンラ
ンド（Konttinen, 2006）、オーストラリア（Pham, et al., 2008）、オーストリア（Laimer, 2012）
など、いくつかの国で実際に推計が行われている。日本では、芦谷 (2015) における兵庫県
の観光 GDP 推計の事例がある。しかしこれらの事例は、州あるいは県といったレベルで





                                                  
1 この基準は、一般的には TSA:RMF2008 と呼ばれている 
2 2014 年版 TSA は、国土交通省観光庁 (2016) において公表されている。 
3 地域の観光 GDP を観光 GRP（Gross Regional Products）と呼ぶこともあるが、本稿では地域を対象とした






























用して地域観光について分析した MacFeely et al. (2013) や、フィンランドのビジネスレジ
スターを用いて小規模な宿泊業事業所の推定を行った Nurmi (2014) 、日本の「観光地域経





                                                  
4 http://www.mlit.go.jp/kankocho/page02_000089.html、最終アクセス日：2017 年 5 月 4 日。 
5 その後国土交通省観光庁 (2013) において一部改訂されている。 











これまでにも森 (2015) において「平成 21 年経済センサス－基礎調査」より常磐新線路線
周辺に立地する事業所を集計する試みが行われていた。本稿は、これを GDP 推計にまで拡
張し、更に対象を東京都 23 区内の全ての駅・路線に拡大したものである。 





本研究の目的は、東京都 23 区内の鉄道駅および鉄道路線別に産業別 GDP の推定を試み
ることである。最初に、駅別・路線別 GDP を定義する。本研究における駅別 GDP とは、
各鉄道駅の周辺 800m 圏内8で発生した GDP であり、路線別 GDP とは、各路線の全ての駅
の GDP を集計したものである。「駅周辺 800m に立地する事業所を対象にする」という定義














図 1. 鉄道路線別集計イメージ図（有楽町線） 
 
 
                                                  



















Balancing 技法の 1 つである KEIO-RAS 法10を用いることによって、「経済センサス－活動調
査」と矛盾なく町丁・大字別の飲食業と宿泊業それぞれの従業者数を推計している。 








10 KEO-RAS 法の詳細については、Kuroda (1988)を参照のこと。 
⑧町丁別・産業別 GDP 
①平成 24 年 経済センサス－活動調査 
町丁別・産業大分類別 従業者数 
⑦市区町村別産業連関表（108 部門） 

































                                                  
11 正確には、産業連関表における粗付加価値部門計から家計外消費支出を除いた金額を用いており、これ












次に、23 区内に立地する各鉄道駅の周辺 800m に重心点が含まれる町丁を確定する必要
がある。表 1 は、原宿駅の周辺 800m 圏内に重心点を持つ町丁のリストを表している。 












表 1 にある 10 町丁の GDP を合計したものが原宿駅







に、23 区内の鉄道網と宿泊業 GDP の関係について
簡単な分析を行っている。 
3. 分析結果 
3.1. 駅別 GDP 推計結果 
まず表 2 は、東京 23 区内にある駅のうち、GDP の大きい順に上位 50 位を示したもので
ある。駅周辺 800m 圏内で発生した GDP が最も大きかったのは東京駅であり、第 2 位の大




                                                  







っても売上を伴うような生産活動が行われている場合、そこで発生した GDP は当該生産活動部門の GDP




表 2. 駅別 GDP 推計結果（合計金額上位 50 駅）（単位：100 万円） 
駅 第一・二次 商業 金融・保険 不動産 その他 GDP 合計 
東京 211,810 1,413,905 1,787,951 1,045,098 3,529,860 7,988,623
大手町 142,937 1,288,266 1,636,746 909,135 2,945,110 6,922,194
日本橋 205,915 1,217,732 1,249,736 965,688 2,628,956 6,268,026
京橋 202,715 1,191,364 1,257,193 752,941 2,749,129 6,153,343
神田 186,389 1,336,194 594,702 888,260 3,145,712 6,151,257
内幸町 168,257 578,121 514,505 440,605 4,355,266 6,056,755
有楽町 180,314 1,056,023 1,314,737 657,971 2,819,000 6,028,046
二重橋前 110,404 923,424 1,408,134 586,696 2,337,871 5,366,530
虎ノ門 140,508 360,672 443,856 414,833 3,926,264 5,286,132
三越前 171,379 1,203,039 624,471 860,686 2,424,949 5,284,524
新日本橋 199,310 1,244,780 505,700 809,507 2,345,777 5,105,075
日比谷 92,939 728,745 1,336,328 429,149 2,495,405 5,082,566
銀座一丁目 186,990 977,782 675,076 642,084 2,471,297 4,953,228
銀座 133,088 792,406 443,116 566,477 2,528,862 4,463,950
汐留 141,956 706,845 272,736 268,255 3,017,389 4,407,181
小川町 143,980 985,430 267,822 473,860 2,509,632 4,380,724
新橋 120,371 544,947 314,635 275,471 3,089,529 4,344,953
小伝馬町 193,074 1,198,696 206,225 669,406 2,023,254 4,290,656
新御茶ノ水 154,378 867,108 261,985 608,697 2,341,059 4,233,226
茅場町 182,120 886,492 601,850 483,041 1,851,277 4,004,780
国会議事堂前 116,566 267,601 305,046 288,619 3,009,494 3,987,326
淡路町 135,231 899,430 245,361 384,486 2,292,308 3,956,816
秋葉原 174,065 1,037,934 160,614 376,002 2,189,205 3,937,819
都庁前 250,514 222,754 277,760 818,319 2,279,138 3,848,485
新宿 174,798 321,535 232,813 897,900 2,140,607 3,767,654
溜池山王 207,639 298,019 302,989 309,996 2,586,010 3,704,651
霞ヶ関 77,692 215,163 432,938 258,994 2,685,598 3,670,383
神保町 119,274 585,941 219,997 595,675 2,035,277 3,556,165
宝町 147,652 690,187 331,826 511,640 1,755,034 3,436,338
御成門 143,656 403,547 182,911 384,496 2,303,531 3,418,141
人形町 136,698 899,271 350,024 470,018 1,561,719 3,417,730
芝公園 295,430 386,737 200,883 699,073 1,825,209 3,407,331
新宿西口 145,336 248,620 240,730 733,124 1,932,291 3,300,100
東銀座 105,776 755,990 117,470 424,187 1,867,805 3,271,229
八丁堀 187,562 612,432 390,614 362,175 1,715,089 3,267,872
竹橋 61,820 493,441 317,224 523,877 1,847,716 3,244,078
西新宿 184,576 185,741 252,069 747,601 1,870,394 3,240,382
御茶ノ水 128,435 687,690 196,458 455,184 1,764,686 3,232,454
田町 347,228 369,422 140,189 586,854 1,655,022 3,098,716
四ツ谷 91,237 413,188 147,895 256,005 2,131,126 3,039,451
   
                                                                                                                                                  
社や支店等を管理している際に産み出された GDP（従ってそれ自体の売上額は 0）のみを含むものである。
2005 年東京都産業連関表における全国の本社生産額は約 59 兆円、うち東京都内の本社生産額は約 28 兆円
となっている。詳細については、東京都総務局統計部 (2010) を参照のこと。なお表 2 では、「本社」部門





駅 第一・二次 商業 金融・保険 不動産 その他 GDP 合計 
馬喰横山 168,783 914,985 89,254 347,477 1,515,788 3,036,286
馬喰町 160,523 940,203 81,409 309,868 1,529,854 3,021,856
築地市場 78,980 589,366 141,662 188,370 2,014,469 3,012,847
大門 186,424 344,893 172,808 467,194 1,789,431 2,960,750
神谷町 114,165 305,410 207,219 291,122 2,034,868 2,952,784
赤坂 145,693 291,582 222,457 249,306 1,945,772 2,854,811
三田 309,299 312,669 140,215 566,270 1,473,086 2,801,540
築地 125,006 673,045 113,047 266,521 1,621,962 2,799,581
浜松町 245,839 316,286 151,279 505,976 1,558,893 2,778,272
 



















※Google My Maps により筆者作成 





高い駅については、新宿 25 位、渋谷 78 位、池袋 93 位と GDP の順位がそれほど高くない。









果より、東京都 23 区内の産業集積には地域的な偏りがあること、またいわゆる B to C と呼
ばれているような個人向けの生産活動よりも、B to B と呼ばれるような大企業の本社や金融
機関において行われている生産活動が東京都経済の中心的役割を担っていたことがわかる。 
 
3.2. 路線別 GDP 推計結果 
表 3 は、駅別に求めた部門別 GDP を鉄道路線ごとに集計した結果より、GDP 合計金額
上位 20 位の路線を表している。ただし、東京 23 区外にまで延びる路線については、東京
23 区内にある駅のみを集計対象としている。また同一路線上で隣接する駅同士の 800m 圏
の一部が重複するケースについては、その重複分を除いて GDP を計算しているため、各駅
の GDP を合計したものが路線別 GDP に一致するとは限らないことに注意が必要である。 
表 3. 路線別 GDP（GDP 合計順）（単位：100 万円） 
路線 第一・二次 商業 金融・保険 不動産 その他 GDP 合計 
JR 山手線 1,933,678 5,974,001 3,342,364 5,151,197 20,928,945 37,330,185
東京メトロ丸ノ内線 1,269,464 4,167,421 3,138,031 4,493,493 17,506,306 30,574,715
東京メトロ銀座線 1,106,350 5,011,030 3,068,494 3,234,352 17,502,063 29,922,290
JR 京浜東北線 1,401,812 4,826,635 2,790,345 3,432,452 15,231,698 27,682,942
東京メトロ日比谷線 949,016 4,656,727 2,123,131 2,793,280 13,802,193 24,324,348
都営大江戸線 1,304,047 3,201,286 1,358,441 3,398,721 14,704,672 23,967,167
都営三田線 1,102,324 3,152,603 2,530,536 3,068,349 14,038,696 23,892,509
東京メトロ半蔵門線 916,788 3,997,125 2,602,789 2,893,545 12,138,994 22,549,242
JR 中央線 895,593 3,728,759 2,367,784 3,466,151 11,896,841 22,355,128
東京メトロ千代田線 738,478 3,415,732 2,505,194 2,519,192 12,578,656 21,757,252
都営浅草線 1,170,126 3,821,157 1,380,794 2,753,936 12,039,199 21,165,212
東京メトロ有楽町線 912,701 2,672,019 2,154,955 1,990,797 11,591,764 19,322,237
東京メトロ東西線 793,829 3,040,880 2,345,937 2,526,991 9,264,294 17,971,931
都営新宿線 946,748 3,060,079 829,151 2,767,388 10,048,159 17,651,524
JR 横須賀線 473,970 2,292,443 2,041,338 1,494,387 7,563,687 13,865,826
JR 東海道線 455,771 2,270,547 2,039,035 1,457,095 7,478,569 13,701,018
東京メトロ南北線 753,577 1,436,233 798,718 1,536,593 8,963,836 13,488,957
JR 総武線 440,693 2,618,124 1,839,926 1,582,240 5,578,984 12,059,967
JR 埼京線 546,765 996,758 534,333 1,624,223 5,159,317 8,861,396
JR 高崎・宇都宮線 292,129 1,594,197 1,713,579 1,284,254 3,899,287 8,783,445
 
結果を見れば、駅周辺 800m 圏内で発生する GDP が最も大きな路線は山手線であり、GDP
合計金額のみならず、部門別の金額でも「農林漁業」と「公務」部門を除くすべての大分
                                                  














続いて、東京 23 区の観光面に着目し、その大部分が観光 GDP である宿泊業の GDP に関
して簡単な分析を行う。本稿では、推計した鉄道駅周別宿泊業 GDP に基づき、「空港から















港からの乗換回数別に、23 区内の鉄道駅数、一駅あたり宿泊業 GDP 金額平均値、全産業の
GDPに占める宿泊業GDP割合の平均値、および空港からの平均距離を計算した結果である。
上段の羽田空港のケースで言えば、羽田空港から乗換なしでアクセスできる駅の数が 42 駅、
                                                  
15 野瀬他 (2011) における東京都内で実施したアンケート調査によれば、インバウンド旅行客が観光周遊
時に利用する交通手段として電車の利用率が 76.5%、地下鉄の利用率が 81.5%であったのに対し、バスや
タクシー等のその他の手段は全て 20%を下回っていた。 








1 回の乗換が必要となる駅が 231 駅、2 回以上の乗換が必要な駅は 192 駅である。それらグ
ループごとに 1 駅あたりの宿泊業の GDP 金額平均値を計算したものが「宿泊業 GDP 金額
平均値」列であり、乗換 0 回グループが 3,808 百万円であるのに対し、1 回の場合は 2,855
百万円、2 回の場合は 1,320 百万円と、その金額は乗換回数の増加とともに減少している。
また全産業の GDP 合計に占める宿泊業 GDP 割合の 1 駅あたり平均値を求めたものが「宿
泊業 GDP 割合平均値」であり、やはり乗換回数が増加するほど割合が低下するという明ら
かな傾向がみられる。表中の「＊」は、乗換回数 0 回グループと 1 回グループ、および 1
回グループと 2 回グループについて平均値の差の検定を行った結果であり、特に乗換回数 1




業の立地に影響を与えた可能性を否定することはできない。ただし乗換回数 1 回と 2 回の
平均距離の差は 1km という微小なものあり、差の検定の結果も有意ではなかった。 
 














0 回 42 3,808  0.47%* 39** 13.52** 
1 回 231 2,855** 0.26%** 55** 18.00** 
2 回 192 1,320  0.16%  62** 19.00** 
成田空港 











0 回 50 4,889** 0.35%* 91** 51.70** 
1 回 293 2,481** 0.26%** 100** 54.32** 
2 回以上 122 830  0.14%  96** 55.34** 
※表中の「*」、「**」は、当該駅群と乗換回数が 1 回多い駅群との平均値の差に 






と「平均距離」については、乗換回数 0 回と 1 回の比較においては羽田空港と同じ傾向で










イドの統計データに基づき小地域の産業別 GDP を推計する方法を開発し、実際に東京都 23
区内の鉄道駅および路線に関する産業別 GDP の推計を行った。結果としては、23 区内で産
み出される GDP には地域的な偏りがあること、また対個人サービスよりも企業向けサービ















最後に、今後の課題をまとめる。課題の 1 つは、小地域における観光 GDP の推計である。
観光 GDP を求めるためには、本稿で推計した GDP の何割が観光向けであるのかといった
点を明らかにする必要がある。この点については、観光に関連する産業部門の事業所を対
象に観光向けの売上比率を調査した「観光地域経済調査」17を利用することが考えられる。

















域の観光 GDP の推計を行うことを計画している。もう 1 つの課題は、本稿で推計した駅別・
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